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一《論文要旨》
　本稿では，日本的経営の心臓部とも言うべき，人事管理とりわけ固有の賃金シス
テムや昇格・昇進システムから構成される雇用システムを分析の対象としている。
この雇用システムは国や地域によってそれぞれ独自のものがあるが，日本企業の場
合には，それが長い歴史のなかで形成されてきた職能資格給システムであった。
　1990年代の後半以降，ここには生活保障給的な要素（年齢給，生活給）が入り
込んでいたところから，グローバルスタンダードからは逸脱した賃金制度（＝年功
序列賃金）として改革の対象にされている。そして，それに代わるべきものとして
登場したのは個別的人事管理や成果主義賃金システムであったが，今日ではこれが
惨憾たる失敗に終わったことが明らかになってきている。
　そこで，本稿においては，まずこの日本的雇用システムの独自性を確認し，その
上でこれがどのような歴史的経緯をたどって今日の職能給システムという形態をと
るに至ったのかを論じている。つぎに，職能給システムの仕組みを明らかにすると
同時にそのメリットを確認している。その第一のメリットは，企業を取り巻く環境
の変化に対応させて職務編成が柔軟に行われることであり，第二には，従業員同士
のライバル関係を排除し協力的な従業員関係を作り上げられるということであった。
1990年代後半以降，経営者側はいわゆる年功序列賃金に対する批判を強めるなか
でこの改革を試みてきたが，結果的にはこの職能給システムのもつメリットを大き
く損ねてしまうこととなった。
　本稿では，こうした過程のなかで，日本企業が生産力発展のもっとも重要な要因
を破壊し，真の生産力の担い手を放逐し自ら弱体化していく途を選択してしまった
可能性があることを明らかにする。
キーワード　雇用システム，年功序列賃金，職能給，成果主義，個別的人事管理，
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1．はじめに
　1990年代の後半以降，日本企業においてグローバルスタンダードから逸
脱した賃金制度として改革の対象にされたのは，いわゆる年功序列賃金であっ
た。しかしながら，実際にその攻撃の矢面に立たされたのは，日本企業の発
展過程のなかで形成されてきた職能資格給もしくは職能給と呼ばれる賃金シ
ステムである。これに対して，1995年後半以降これに取って代わるべきも
のとして経済諸団体によって提唱されたものは，個別的人事管理や成果主義
賃金システムと呼ばれるものであった。
　当時，この職能資格給システムが批判の対象になったのは，そのなかに生
活保障給的な要素（年齢給，生活給）が組み込まれていたからであるが，そ
れに代わって導入が図られた成果主義賃金システムは，今日ではこれが惨憎
たる失敗に終わったことが明らかになっている（’）。では，その失敗の原因は
何であったのか。何故にまたそれらは職能給システムに取って代わることが
できなかったのか。
　本稿においては，まずそこで改革対象とされた職能給システムの歴史的形
成過程をたどることで，日本的賃金システムの諸特徴を明らかにしておきた
い。そのうえで，個別的人事管理や成果主義賃金システムの諸問題点を明ら
かにしつつ，これが日本企業の生産力低下をもたらした可能性について考察
していきたい。
ll．終身雇用制と年功序列賃金への攻撃
　1995年の日経連報告書『新時代の「日本的経営」』は，企業で働く労働者
を以下の3グループに分け，その雇用形態や処遇に差別を設けていくよう提
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言していた。①「長期蓄積能力活用型グループ」，②「高度専門能力活用型グ
ループ」，③「雇用柔軟型グループ」である。
　要するに，それは，従来の日本的雇用の中心であった長期継続雇用で主に
職能給で処遇されていた正社員を①長期蓄積能力活用型とし，これについて
は管理職・総合職・技能部門の基幹職にのみ適用する。あとは有期雇用契約
とし，そのなかでも企業の抱える問題解決に専門的熟練・能力をもって応え
る労働者に対しては②高度専門能力活用型として職務給で処遇し，それ以外
の技能職のブルーカラー，一般職および販売職のホワイトカラーについては
③雇用柔軟型（派遣や契約社員，あるいはパート，アルバイトといった非正
規社員）として職務給か時間給で処遇するという内容であった。
　これは，基本的に正社員によって支えられてきた企業内部の協業・分業体
制の一定領域を外在化することであり，日本企業における従来型の雇用シス
テムを変更し，その労資関係（日本型ミクロ・コーポラティズム）を大きく
変容させていくものであった。
　とはいえ，ここでは，従来型の終身雇用制については長期蓄積能力活用型
グループとして限定しながらも，これを維持して行きたいという姿勢も示さ
れている。そこには，長期雇用のもつメリットが存在しているからであり，
このメリットを失うことは得策でないという判断がそこに働いていたと思わ
れる。
　一般に，長期雇用のメリットとして知られているのは，労使間の信頼関係
を基盤とした労働者の企業に対する忠誠心や求心力の強さであろう。さらに
は，雇用保障のもとでもたらされる，労働者の企業内特殊熟練をも含んだ技
能形成への強いインセンティヴがあげられる。
　長期の雇用が保障されているからこそ，労働者は自らすすんで企業が求め
ている固有の技能を習得しようとし，その結果として企業の技術力水準を向
上させることにもつながるのである。また，長期雇用が保障され労使間の信
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頼関係がなければ，労働者は組織変革による配置転換や給与調整にも容易に
は応じなくなる可能性もある（2）。その結果，企業組織の効率化が阻害され企
業経営の柔軟性が失われてしまえば，企業そのものの競争力を低下させるこ
とにもなりかねないのである。
　こうした長期雇用のもつメリットを実現していくのが，「長期蓄積能力活
用型グループ」に属する正社員とされたわけである。ただし，その処遇につ
いては（とりわけ，ホワイトカラー（3）の場合）従来型の年功序列賃金であっ
てはならないと主張したのが，2000年の日経連・国際特別委員会報告書
（『経営のグローバル化に対応した日本型人事システムの革新』）であった。
　この2000年の報告書では，まず従来型の「入社年次管理，年功序列管理
を崩し，集団管理から個別的人事管理への移行を促進すること」が提起され
ている。ここで入社人事管理とは，毎年4月に学卒者を一括採用し，これを
入社年次ごとにグループ化して管理するという日本企業独特の人事方式であ
る。報告書はここにまた年功序列管理が行われていると見て，これを人事の
「護送船団方式」と名付け厳しく批判している。
　そのうえで，こう主張する。「グローバル化時代においては，優秀な人材
を発掘・確保し，適材適所に配置することが国際競争力を強化し，世界市場
で勝ちのこっていく道である」。そして，そのためにはまた「個を重視する
人事システムへの転換」が不可欠である，と。ここで「個を重視する人事シ
ステムへの転換」とは，従来のような組織重視から個人重視の人事システム
へと転換するということで，要するに，優秀な個人にはそれに見合うような
処遇を与えるが，そうでない者には厳しく対処して格差をつけていくという
ことである。
　イメージとしては，ちょうどプロ野球選手と球団の契約関係のようなシス
テムを目指しているかのような印象さえあるが，ここで個人重視の人事シス
テムへの転換として具体的に提起されたことは，従来型の年功制賃金に代え
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て成果主義賃金を導入して行くべきだ，ということであった。
　では，この成果主義賃金システムに取って代わられるべきとされた，年功
制賃金システムとはいかなる内容をもっていたのか。以下においては，ひと
まずその歴史的形成過程に遡って，その実態を明らかにしておこう。
皿．日本的雇用システムの歴史的形成過程とその特質
　まず確認しておかなければならないことは，日本企業の賃金システムは国
際的に見れば極めて特異な性格をもっている，ということである。たとえば，
その賃金システムは，諸外国において両者の間に明確に区別が設けられてい
ることの多い，ブルーカラーとホワイトカラーの両方の特徴を併せもってい
る。諸外国では，ブルーカラーは基本的に時給制もしくは出来高賃金制であ
り，ホワイトカラーは年給もしくは月給制で残業手当は付かない。ところが
日本の場合は，ブルーカラーもホワイトカラーも基本的に月給制で，しかも
両方に残業手当が付き，定期昇給がありボーナスも支給されるのである。
　さらに重要な点は，その賃金が年齢給，生活給としての性格を強くもって
いるということである。そうした諸特徴をもつに至ったのは，それなりの歴
史的経緯があってのことである。とりわけ，年齢と扶養家族数を重視した生
活給的な要素の強い賃金システムは，わが国においては，1920年代に重工
業をはじめとする大規模近代産業の発展のなかで登場し，やがて1940年代
の戦時体制下で定着していったものである④。
　敗戦後，GHQなどがこうした戦時色の強い賃金システムを批判し，それ
に代えて職務給システムの導入を推奨したこともあった。ここで職務給とは，
企業内部の協業・分業体制を通じて形成される数多くの仕事を，その種類ご
とに独立の職務として区分けした上で，この各職務に対応するかたちで労働
者を採用し，それぞれ所定の賃金を支払うというシステムである。この場合，
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原則として給与の昇給もなければ，地位の昇格・昇進ということもない。し
たがって，労働者は多くの場合，外部労働市場を介しての転職によって，よ
り上位ランクの職務や報酬を獲得しなければならない，ということになるの
である。
　欧米では，この職務給が中心的な賃金システムであり，敗戦直後には政府
や資本の側もまたこれを模倣すべき先進的制度として推進しようとしたので
ある（5）。ところが，当時の資本側の大量解雇傾向とそこからもたらされた敵
対的労資関係のなかにあって，これは労働側の激しい抵抗に遭い，結局は生
活給的な要素の強い賃金システムが存続していくこととなった。
　こうした年齢と扶養家族数を基本とした，生活給的な賃金システムが一定
の修正を受けたのは，高度経済成長期であった。1960年代以降，日本企業
の賃金システムは，従来の生活給に職位制，職階制を加味した新しい賃金シ
ステムへと変更されていったのである。
　高度経済成長による企業規模の拡大は，職位の等級を増大させると同時に，
それに基づく賃金支給制度（職階制）をも拡充させることで，労働者の昇進・
昇格と昇給の機会を大幅に広げたのである。資本側は，これをインセンティ
ヴとして活用することで，その賃金システムのなかにより競争的な要素を取
り込もうとしたと言える。これによって，戦時期・敗戦直後期に刻印された
平等主義的な要素を克服して行こうとしたのであった。
　ただし，これによって日本企業における賃金が「生活保証型賃金」（6）とし
ての性格を失ってしまうことはほとんどなかった。と言うのも，職位等級の
昇格基準は，基本的に学歴と勤続であり，そのうえに年齢給と定期昇給が付
加されるというかたちをとったからであった。
　もっとも，資本側としては，そこで職務給システムの普及を放棄してしまっ
たわけではなく，機会あるごとにその導入を図ろうとしていたことも事実で
ある。資本の側からすれば，生活保証型の賃金システムはやはり抵抗が大き
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かった，と言わなければならないであろう。
　やがて高度経済成長が終焉に近づくと，当然のことながら職位（すなわち
ポスト）の増大も停滞気味となり，労働のインセンティヴという観点からも，
この職位制，職階制を活用した賃金システムは限界を迎えるにいたった。他
方で，この時代には，資本自由化の本格化を前に日本企業の国際競争力の強
化を目的とした経営革新が喫緊の課題とされ，雇用システムもまた変革を求
められていた。そうしたなかにあって，日本企業は，職務給システムへの切
り替えは実現できなかったものの，やがて職能給システムという独自の賃金
システムを確立していくこととなったのである。
　この職能給システムの基本的な仕組みと特徴については，次節でやや詳し
く取り上げるが，これが確立されていくのは1960年代半ばから1970年代半
ば（昭和40年代）であり，輸出主導型経済がはじまる1970年代後半からは，
この職能給システムはさらに能力主義的に強化されるかたちで発展を遂げて
いくこととなる。
　この輸出主導型経済の時代，日本の圧倒的な輸出競争力の基盤にあったの
は，ME化・ME技術革新によって生み出されたイノベーションであった（7）。
そして，こうした物的生産力の発展を企業内部の人的組織として支えたのが
「減量経営」や「少数精鋭」の名の下に変革を加えられていった日本企業独
自の雇用システムであり，とりわけ能力主義的に強化されていった職能給シ
ステムだったのである。
　こうして日本企業の賃金システムは時代とともに変革されてきたが，ただ
し，それは資本側が機会あるごとにその導入を試みた職務給システムに近づ
いていったわけではなかった。何よりも，そこには年齢給，生活給的な要素
が残されていたのであり，その意味で生活保障型賃金としての性格を色濃く
もつ賃金システムであったからである。
　バブル崩壊後の経済停滞やグローバル化の試練を受けた1990年代後半に
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なって，資本側が厳しく批判し，その改革要求の対象にした年功制賃金シス
テムとは，以上説明してきた経緯で定着してきた職能給システム，とりわけ
そのなかに含まれていた年齢給，生活給的な要素にほかならなかったのであ
る。
　つぎに，この職能給システムの基本的な仕組みを確認し，資本側がそこか
ら変更を加えようとしていた成果主義賃金との違いを見ていくことにしよう。
IV．職能資格給制度の諸特徴
（1）職能給システムの仕組み
　職能給システムの重要な特徴のひとつは，仕事の範囲が基本的にチーム単
位で捉えられているということのなかに認められる。職務給のように，個人
個人に個別の仕事が与えられるというのではない。要するに，これは職務給
システムのように，ある与えられた範囲の仕事をいくつかの種類の労働に区
分し，その種類ごとに独自の「職務」として切り分けることはできないとい
う前提に立っているわけである。
　ただし，この場合も，チーム単位で捉えられた仕事のそれぞれにおいては，
従業員の職務遂行能力に応じた職能ランク（もしくは資格）が定められてい
る。そして，賃金（すなわち職能給もしくは資格給）は，この職能ランクご
とに決められるのである。ここにおいてはチーム単位で捉えられた1つの仕
事の範囲のなかに複数の職能給（もしくは資格給）という異なった賃金が並
存しているわけである。
　ここで重要なことは，この職能給に対応する職能ランクが企業内のすべて
の仕事に適用可能なかたちで一一i律に規定されているということである。した
がって，この場合，異なる範囲の仕事（たとえば，営業と総務）であったと
しても，職能のランクが同じであれば同じ職能給（資格給）になる。ここか
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ら職能給システムにおいては，異なった範囲の仕事に移動した場合でも賃金
の変更を伴う必要がなくなり，職務編成は極めて柔軟に行われるというメリッ
トが生み出されるのである。
　他方で，同じ範囲の仕事のなかで働いても，その能力が高く評価されれば，
より上位の職能ランクに昇格し，昇給をえることもできる。この職能ランク
の昇格（昇給）を決定するのは人事考課すなわち「査定」である。
　この日本型人事考課としての査定においては，労働者の仕事への意欲や態
度さらには会社への忠誠心や貢献度などといった，かなり主観的な要素が重
視されている。しかも，それは長期にわたって繰り返し行われ，それによっ
て昇格・昇進，昇給などの処遇の格差が生まれるところから，労働者はいわ
ば四六時中あるいは退職するまでの間，同僚との激しい競争に駆り立てられ
ることになる。これは，年功制のデメリットを克服してあまりあるほどの効
果と顕著な競争力とを日本企業にもたらしたものであり，「日本的経営」の
重要な一側面として特筆しておくべき点であろう⑧。
　こうした独特のシステムによって，同一年代もしくは同一入社年次の労働
者であっても一定の賃金格差が生ずることになるが，さらに大きな格差がつ
くのは管理職ポストへの昇進が行われる場合である。
　このさいに重要なことは，職能給システムにおいては，この管理職ポスト
への昇進の前に，チーム単位で行われる仕事のなかでの職能ランクの昇格が
前提になっているという点である。ここで選別されて昇格を重ね有能である
ことが実証されて，はじめて管理職ポストへの昇進が可能になる。そうした
昇進もまた独特のプロセスであり，その独自性が日本企業に大きなメリット
をもたらしてきたのである（9）。
　では，そのメリットとは何であったのか？　以下においては，職能給シス
テムが日本企業にもたらしてきた，いくつかのメリットを確認していくこと
にしよう。
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②　職能給システムのメリット
　先に言及しておいたように，職能給システムのもとでは，賃金の変更をと
もなうことなく従業員の職場（それぞれ異なった範囲の仕事）を移動させる
ことが容易であり，その職務編成が極めて柔軟に行われるというメリットが
あった。これは，同時に市場や技術進歩といった企業を取り巻く環境の変化
に対して，機動的かつ柔軟に企業組織を対応できるということであり，日本
企業にとっての大きな強みとなったものである。これが職能給システムのも
つ第一のメリットである。
　職能給システムのもうひとつのメリットは，従業員同士のライバル関係を
排除し，協力的な従業員関係を作り上げることができるというところにある。
通常，従業員同士のライバル関係は，彼らの昇格や昇進をめぐって存在して
いる。とくに管理職ポストへの昇進は，従業員間の選抜の意味が強く，その
ライバル関係を煽る傾向をもつからである。
　これに対して，その前段階で行われている，チーム単位で行われる仕事の
なかにある職能ランクの昇格の場合は選抜のために行われる評価ではなく，
むしろチーム貢献度や達成度の評価が基準になっている。要するに，チーム
に貢献し，所定の目標を達成することで評価されるわけで，この場合にはそ
の達成のためにチームの一員として協力しようとするインセンティヴが生ま
れ，ライバル関係が前面に出てこないのである。
　日本企業の場合，先ほども指摘したように，この職能ランクの昇格が管理
職ポストへの昇進の前提になっている。つまり，ここではライバル関係の前
にチームの一員としての協力関係というワンクッションがおかれているわけ
である。
　こうした協力的な従業員関係は，実は企業内教育・訓練体制にとって極め
て大きな意味や効果をもっている。通常，企業内教育・訓練は，いわゆる
　10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（308）
　　　　　日本企業における雇用システムの変容と生産力低下の可能性
OJT（On　the　Job　Training）というかたちをとって行われるが，その場合
それが効率よく行われるためには何よりもまず協力的従業員関係の形成が不
可欠である。従業員同士がお互いに相手をライバル視するなかでは，内部訓
練への協力を得ることや情報の共有をはかることは困難であり，そうしたと
ころでは，やはり仕事を通じた技能形成は一定の限界をもたざるをえないの
である（1°）。
　同じことは，日経連が提唱していたような，個別的人事管理システムや成
果主義賃金についても言うことができる。この場合，個人の業績だけが評価
の対象になるということから互いにライバル関係になりやすく，自分の成果
達成に不利になることや他人の成果達成に有利になるような行動は差し控え
られるようになる。チーム単位で捉えられた仕事のなかでなら，情報の共有
や教育訓練に対する協力も仕事上必要なことと意識されるが，お互いがライ
バル関係だということになれば，必要な情報や教育を他人に与えることは自
分にとっての不利な行動になるからである。極論すれば，これは分業・協業
システムを基本とする企業活動の現場に，新古典派的な市場競争原理を持ち
込んだのと同じ結果をもたらすことになったわけである。
　さらに言えば，職能給システムのもとでは容易に行われた，柔軟な職務編
成に応じて仕事を変えるということが自分の成果の達成に不利になると判断
されれば，労働者はこれに抵抗する可能性も大きくなる。それはまた，企業
組織の効率化を阻害することにもなりかねないのである。
V．その後の展開
　さて，日本的な雇用システムの核心部分を形成し，日本企業の発展を支え
てきたのは，以上説明してきたような職能給システムにほかならなかった。
そして，2000年の日経連・国際特別委員会報告書がやり玉に挙げたのは，
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この職能給システムのなかに含まれる年功的賃金部分一正確に言えば，そ
のなかの年齢給，生活給的な要素一であった。
　そこで，これに代わるものとして提言された新しい雇用システムは，個別
的人事管理システムや成果主義賃金であったが，すでに見てきたように，こ
れらは結果的に職能給システムのもつメリットを大きく損ねるものとして作
用したのである。そして，そうした試みが概ね失敗に終わったという事実は，
2000年代の終わり近くになってようやく語られ始めたのである。
　この失敗を真正面から取り上げ，人事管理の見直しを提起したことによっ
て注目を集めたのは，2008年版の『労働経済白書』であった。白書は，ま
ず成果主義の問題点として，組織やチーム全体の成果であるものを個人的成
果に帰属させる点にあるとして，こう指摘している。「本来，組織やチーム
全体の成果であって，労働者の個人成果に帰属させること自体が難しい分野
がある」と。そして，そのことを踏まえて（やや遠慮がちにだが）こう続け
ている。「コスト削減の問題意識から，業績・成果主義の導入が進んできた
面があるが，職務の内容によっては，その導入が適切ではなく，結局は恣意
的な制度運用に堕してしまう危険も感じられる」（1D。
　さらに白書は，こうした個人的人事管理や成果主義賃金の導入によって，
労働者の働きがいが低下していったことを問題視し，それをこう指摘してい
る。「バブル崩壊後，企業は年功型賃金制度を見直し，業績・成果主義を強
めたが，業績・成果の評価基準に曖昧さがあり，労働者の納得感は低下する
とともに，労働者が短期的な成果を追求する傾向も強まった。こうした中で
労働者の働きがいは低下している」（12）と。
　ただし，人材育成に関しては，従来型のいわば現場主義的な手法が重視さ
れていることを確認しつつ，ひとまずつぎのように説明している。「人材育
成に関することでは，資格取得の支援，計画的なOJT（職場での仕事を通
じた職業訓練），社員の全体の能力向上を目的とした教育訓練が重視されて
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おり，製造業では，計画的なOJTを重視する割合が高く，サービス業では，
社員の全体の能力向上を目的とした教育訓練の割合が高い」（13）。
　そのうえで，白書は，個人的人事管理システムや成果主義賃金システムの
強化されるなかで失われていった，労働者の働きがいを蘇らせていく試みと
してこのような社内教育・訓練を肯定的に評価し，以下のように総括してい
る。「このように企業は，働きがいを高めるための取組を強化しているが，そ
の背景には，賃金制度の見直しに傾きすぎた人事・労務管理制度の見直しが，
労働者の働きがいを低下させてしまったとの認識があるように思われる」（14）。
　こうした指摘は正しいが，ただしここにおいて看過されていることは，個
別的人事管理や成果主義を指向した，新しい「人事・労務管理制度」そのも
のが，実はここで言う「働きがいを高めるための取り組み」としての社内教
育・訓練の効果を減殺してきたという事実である。社内教育・訓練は，もち
ろん労働者の働きがいを高あることにもつながるであろうが，本来の効果は
そこにあるわけではない。ところが，ここでは，その本来の効果が新しい
「人事・労務管理」によって減殺されてしまったうえに，逆にそれによって
生み出されたネガティブな効果を克服するという，新たな役割を社内教育・
訓練に期待しているのである。これは，本末転倒と言うほかなかろう。
　あるいは，ここはむしろこう見るべきであろうか。日本企業は1990年代
後半以降個人的人事管理や成果主義賃金を導入していくなかでも，従来型
の現場主義的な社内・教育訓練システムを変更することなく継続していた。
もちろん，そこにあっては新しい「人事・労務管理制度」が浸透すればする
ほど，その効果は減殺されていったはずであった。もともと，それは従来型
の社内・教育訓練システムとは相容れないものであったからである。したがっ
て，日本企業がこの両システムを並存させた時点で，どちらか一方をいつか
放棄しなければならなかったことははじめから決まっていた，と言うべきで
あろう。そのうえで，白書が主張しているように，失われた労働者の働きが
　（311）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
　　　　　　　　　　　政経論叢第79巻第3・4号
いを蘇らせる役割が従来型の社内・教育訓練に期待されるようになったとす
れば，まさにその段階でこの新しい「人事・労務管理制度」の失敗が証明さ
れた，ということになるのである。
　ところで，この『労働経済白書』に数ヶ月ばかり先駆けて，日本経団連は
2008年版『経営労働政策委員会報告概要一日本型雇用システムの新展開
と課題一』を発表している。そこでは，成果主義そのものの評価について
は口をつぐんでいるものの，今後も「年齢や勤続年数を基軸とした賃金制度
から，仕事・役割・貢献度を基軸とした賃金制度への移行をさらに加速して
いくことが求められている」としたうえで，つぎのように議論を展開してい
る。
　「このような仕事・役割・貢献度を基軸にする賃金制度を構築して行くに
あたって，従業員などの移動を容易にする観点から，ひとつの職務にひとつ
の賃金を設定する『単一型』ではなく，同一の職務等級内で昇給を見込んで
賃金額に幅を持たせる『範囲型』の制度とすることも選択肢と考えられ
る」㈹。
　ここで言う「同一の職務等級内で昇給を見込んで賃金額に幅を持たせる
『範囲型』」の賃金であることによって「従業員などの移動を容易」していた
のは，まさしく職能給システムのもつメリットそのものであった。さらに，
報告書はこう続けている。「また，勤続年数と労働の価値や生産性との間に
明らかな関連性が認められる場合などにおいては，範囲型の制度の活用に加
え，勤続年数や貢献度にもウェートを置いた制度を選択することも考えられ
る」㈹。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ここで提案されている「制度」とは，要するに「年の功」ではなく「年と
功」のシステムである職能給システムのことにほかならない。これまでは，
旧来型の賃金システムということで，人事の「護送船団方式」などと名付け
た年功人事管理とともに批判の対象とし，これを成果主義賃金に変更すべき
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だと主張してきたものの，ここに来てようやく闇雲な批判の矛を収めたとい
う恰好である。
　この時代，日本企業は，いわばローカルな資本からグローバル資本へと脱
皮し進化していくためには，このような日本型雇用システムの変革が不可避
であると考えていたのかも知れない。あるいは，失われた10年とも20年と
も言われる長期の経済停滞や激しいグローバリゼーションの進展のなかで，
これまでの自信を喪失して気迷い状態に陥っていたのかも知れない。
　ただ，ようやく最近になって，さすがにその反省というか揺り戻しが起こ
り，個別的人事管理や成果主義賃金は日本企業が従来もっていたその雇用シ
ステムのメリットを破壊しかねない，ということに気がついたようである。
この報告書の序文には，こう記されていた。「日本型経営も，『守るべきもの
は堅持し，改めるべきものは変革していく」ことが求められている」と。
　このように近年になって一定の反省や揺り戻しはあるものの，やはり資本
の側は，日本の賃金システムのなかにある「生活保障給」的な要素一すな
わち年齢給的な部分と生活給的な部分一については，これをさらに一層削
減していくという方向性を変えることはないように思われる。そして，その
さいに注意すべきは，実のところこの部分は日本のマクロ・レベルでの相対
的に貧弱な社会保障制度をある程度は補完してきたものであり，この縮減は
また別の問題を引き起こしていくことになる，ということである。そして，
この点については，つぎの問題をも含めて論じておく必要があろう。
　ここで指摘すべきは，問題は賃金だけのことではないということである。
この2008年の報告書においても強調されていることだが，1990年代後半以
降　日本企業はいわゆる「総人件費」の引き下げとその効率化を推し進め，
この傾向は今後ますます強化されていくだろう，ということである（17）。
　ここで「総人件費」とは，人件費を賃金部分だけではなく，福利厚生費
（たとえば，企業の負担する社会保障費用や従業員への住宅補助，レクリエー
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ション，健康維持等々に関わる諸費用）や労働時間などをも含めて把握する
もので，このような「総人件費」概念は1995年の日経連報告書（『新時代の
「日本的経営」』）のなかで登場してきたものである（18）。
　また，この総人件費のなかには，広い意味での日本的経営に関わる労働コ
スト（たとえば，慶弔見舞い，財形貯蓄，社宅，厚生寮等々の諸費用などの，
いわゆる「非賃金労働コスト」）が含まれており，これらは相対的に低い水
準にあった日本のマクロ・レベルの社会保障制度を補完するシステムとして
捉えることができる。これはまた，日本企業に独特の労資協調体制（＝ミク
ロ・コーポラティズム）の下で発達してきたものであり，日本型経済システ
ムの重要な一角を占めると同時に，日本独自の福祉国家体制を特徴付けるも
のと見ることができるのである㈹。
　こうした意味で，日本企業がこの総人件費管理，すなわち退職金を含む賃
金だけではなく，日本的雇用システムに関わる労働コストの総額を引き下げ，
その効率化を図っていくという方針を打ち出したことは極めて重要な含意を
もっている。それは，このことによって，ミクロ・コーポラティズムに依存
した日本型経済システムそのものが大きな曲がり角を迎えたことを意味して
いるからである。
　いずれにせよ，こうした企業レベルの問題をも含めて考えた場合にも，
1990年代後半が日本資本主義の大きな歴史的な転換点になったのは間違い
のないところであろう。
VI．生産力の低下
　日本資本主義が衰退の兆候を見せ始めるのも，この1990年代後半を境に
してからであった。では，その基底部分では何が起こっていたのか。以下で
は，この問題について少しく原理論的レベルから論じておくこととしたい。
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　衰退の原因は様々に列挙できるが，最も枢要なものは経済のエンジンとし
ての資本そのものがもつ生産力の低下である。資本の生産力を発展させる要
因は大きく言って2つある。ひとつは，機械装置（IT関連も含める）や工
場設備等に代表される労働手段の変革である。いまひとつは，資本内部のヒ
トとヒトとの関係すなわち人的組織（分業・協業連関）であり，その組織変
革による生産力の発展である。
　ここで問題にしたいのは後者であるが，これ自体は，経済学ではアダム・
スミスの時代から分業による生産力の発展としてよく知られている事がらで
ある。ここにおいては，これをさらに一般化して企業活動全般を支える分業・
協業連関として捉え直し，この組織（さらには，その管理方法をも含む）の
変革を資本の生産力を発展させる二大要因のひとつとして把握している。い
ずれにしても，それは資本内部のヒトとヒトとの関係すなわち人的組織その
ものである。そして注意すべきは，それが以下の二面性をもっているという
ことである。
　ひとつは，資本の目的である利潤を生み出すために必要とされる，ある種
の上下的な秩序関係からなる階層的組織としての側面である。それは，資本
内部のさまざまな活動領域一すなわち，人的・物的な生産諸要素の調達，
商品の生産と販売，そして財務，人事などにかかわる多様な管理業務等々の
企業活動領域一における固有の指揮・命令関係をともなう管理システムと
言ってよい。こうした上下的な秩序関係からなる階層的組織を不断に締め上
げ，規律づけているのが，いわゆる「資本の論理」にほかならない。この規
律が弛緩すれば資本の存続は不可能になるが，1990年代後半以降，日本企
業の基底部分で起こった問題とは少なくともこのようなものではなかったは
ずである。
　他方で，この資本内部のヒトとヒトとの関係は，歴史貫通的な分業・協業
連関もしくは協働システムとしての側面をもっている。人間が組織（分業・
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協業体制）を組んで何か事を成し遂げようとするとき，必ずしもそこで資本
の論理によって規律付けられるような上下的な秩序関係からなる階層的組織
でなくとも良いわけで，資本内部の人的組織のほうがむしろ特殊歴史的存在
なのである。
　生産力の発展を担ってきたのは，こうした歴史貫通的な存在としての分業・
協業連関であった。もっと分かり易く言ってしまえば，この分業・協業連関
とは「チーム生産」ということであり，それこそが資本の生産力の真の担い
手なのである。
　また，このような資本内部の人的組織は，環境の変化に応じて不断にその
組織を変革していかなければならない。資本にとっての環境とは何よりもま
ず市場であるが，その市場も2つある。ひとつは労働力を含む経営諸資源の
調達市場であり，いまひとつはその資本が取り扱う商品の販売市場である。
　さらに言えば，このように資本は，需要動向や技術変化という外的な環境
変化に対して自らを不断に適合させていかなければならないという点で，い
わば受動的な存在である。が，他方では自ら需要を創造（消費者の欲望を開
拓）し，あるいはそれぞれ異なった技術を新たに結合（新結合）させて新製
品を開発（イノベーションを実現）しようとする，積極的・能動的な存在で
もある。そうしたとき決定的に重要な契機は，資本の内部に知識や情報が蓄
積され，それらが常に利用可能になっているということである。では，この
ような知識や情報の蓄積の担い手とは何か？
　言うまでもなく，それは資本内部の人的諸関係を形成している労働者群に
ほかならない。彼らの，つまり人間の頭脳や手にそれらが蓄積されるのであ
る。それも一人ひとりの人間と言うだけではなく，チームという存在それ自
体に蓄積されていることも多くある。したがって，無理なリストラを敢行す
る場合，このような企業内部のヒトとヒトとの関係のなかに蓄積されたノウ
ハウや特殊熟繍知識や情報，あるいはそれらの担い手になっているチーム
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そのものを破壊する危険性も覚悟すべきだということである。
　1990年代の長期停滞過程のなかで，日本企業はその後半になって大胆な
リストラに乗り出し，その穴埋めとして非正規雇用を拡大していったが，そ
うしたプロセスのなかでこの生産力発展のもっとも重要な部分を破壊してし
まうようなことはなかったのであろうか。真の生産力の担い手を放逐し，自
ら弱体化していく途を選択してしまうことはなかったのか。あるいは，先に
引用した2008年版『労働経済白書』が指摘していたように，個別的人事管
理や成果主義に対して企業は「労働者の働きがいを低下させてしまったとの
認識がある」ということだが，それは同時に需要創出やイノベーションの担
い手として積極的・能動的な存在であるべき資本の本来の姿を失わせる結果
になってしまったのだ，という認識をもっているのだろうか。
　そもそも，分業・協業連関から成り立つ企業活動の現場に，新古典派的な
市場競争原理の影響を受けたとしか考えられない，個別的人事管理や成果主
義などを持ち込んだこと自体が，大いなる認識不足だと言わざるをえないの
である。
　ここで，いったん概括しておこう。すでに指摘したように，資本の論理に
よって上下的な秩序関係からなる階層的組織を不断に締め上げ規律づけて行
くことは，利潤獲得手段としての資本が存続していくためにも必要・不可欠
なことであった。他方，資本が様々な環境変化のなかで存立し発展していく
ためには，そのチームとしての生産力（集団力，チーム生産力＝分業・協業
的連関のもとでの労働生産力，あるいは協働的労働生産性）をいかに高める
かが重要となるのである。そして，それに決定的な影響力をもっているのも，
人事管理とりわけ固有の賃金システムや昇格・昇進システムから構成される
雇用システムなのであった。
　この雇用システムは国や地域によってそれぞれの歴史や文化などを踏まえ
て独自のものが存在するが，日本企業の場合には，それが日本企業の発展の
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なかで形成されてきた職能給システムであった。あえて言えば，この独特の
雇用システムは，一方の資本家的な組織の規律付けと他方のチーム生産的な
協働的労働生産力の発展という，資本内部のヒトとヒトとの関係に要請され
る2要因のバランスを日本企業独自のやり方で相当にうまくとっていた，と
見ることができるように思われる。
冊．日本的雇用システム崩壊後の諸問題点
　さて最後に確認しておきたいことは，これまで論じてきたものはあくまで
も企業の正社員に対しての雇用システムに関する問題に限られているという
点である。近年になって増加傾向を見せ，今後もますます増えていくであろ
う，非正規社員に関してはまた別の問題が起こってきているのである。
　非正社員に関しては，現状では間違いなく1995年の日経連報告書に示さ
れた提言が実現され，もはや後戻りできないところまで事態が進行してしまっ
ているということである。これはすでに企業レベルの問題を超えて，日本社
会全体の問題として捉えられなければならないレベルにまで達してしまって
いる。今後も，日本の非正規比率はますます増大していくことが予想される
が，問題はこの非正規社員を構成している中身が過去のものとは大きく異なっ
たものになってきているというところにある。
　かつて非正規労働の主流は，どちらかと言えば日本的経営の終身雇用に支
えられた男性正社員の家族によるもの（つまり主婦のパートであり学生のバ
イトなど）が中心であった。これが，近年には家計を支える夫や妻がともに
非正規社員であるような状況が生み出され，ワーキングプア問題や格差問題
がますます深刻化してきているのである（20）。
　いわゆるミクロ・コーポラティズムに依存してきた，日本の社会保障制度
は相対的に貧弱であり，しかも長期雇用を前提した正社員中心の企業社会を
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　　　　　日本企業における雇用システムの変容と生産力低下の可能性
前提に制度設計され運用されてきた。それが，ここにきて非正規雇用の増大
と景気変動に伴って非正規雇用が調節弁として使われるごとに，その制度が
現状に適合していない状況がますます大きく露呈するようになってきている
のである。
　いまや，従来型の社会保障制度を根本的に見直し，制度設計し直すことが
必要な段階に入ってきていると言うべきであろう。長期雇用の正社員中心の
社会保障制度から，非正規と正規社員とが共存できる失業保険制度，あるい
はそれに適合した年金制度，健康保険制度などの社会保障制度全般の再構築
が求められているのである。このような問題は，日本型の雇用システムへの
変革が加えられ始めた，1990年代の後半から課題として浮上してきたと言
える。では，その1990年代後半からわが国においてはどのような改革が推
し進あられてきたのであろうか？
　周知のように，それは橋本改革や小泉改革と名付けられた新古典派的な構
造改革であった（21）。それによって，日本型の福祉国家体制もまた大きな変容
を遂げることとなったのであるが，この問題については別稿をもって論ずる
こととしたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　この点については，たとえば，城　繁幸『内側から見た富士通』（光文社，
　　2005年），高橋伸夫「虚妄の成果主義』（日経BP社，2004年）などを参照。
（2）　樋口美雄『雇用と失業の経済学』（日本経済新聞社，2001年）は，企業内の
　　組織変革によって産業のダイナミズムが達成されることを指摘しつつ，「従業
　　員の雇用保障が軽視され，組織変更により自分が職を奪われると思えば，多く
　　の人はこれに反対し，配置転換や給与調整など企業内部の柔軟性は失われてし
　　まう可能性が強い」（77頁）と危惧の念を表明している。
（3）　ここでホワイトカラーとは，職業大分類のうちの「専門的・技術的職業従事
　　者，管理的職業従事者，事務従事者，及び販売従事者を総称」したものであり，
　　この定義は森岡孝二『貧困化するホワイトカラー』（ちくま新書，2009年，32－
　　34頁）に従っている。
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（4）　こうした歴史的経緯については，尾高煙之助「日本的労使関係」（岡崎哲二・
　　奥野正寛編『現代日本経済システムの源流』（日本経済新聞社，1993年，所収），
　　野口悠紀雄『1940年体制　さらば戦時体制』（1995年，東洋経済新報社，第2
　　章）などを参照。
（5）　この背景には，科学的管理と職務給とが戦後日本の模範とすべき欧米先進国
　　の制度と考えられていたということがあった。それらは結局のところ日本企業
　　には受け入れられなかったが，その理由について宮本光晴（「企業システムの
　　経済学』新世社，2004年）はこう説明している。「その理由は二つある。一つ
　　は，当時の日本企業は科学的管理が前提とする規格化された大量生産の段階に
　達していなかったということであり，そしてもうひとつは，「計画と実行』と
　　いう科学的管理の思想が単純には受け入れられなかったと言うことがあった」
　　（140頁）と。それよりも，氏自身も別のところで指摘しているように労働組
　　合側の反対が強かったというべきではないだろうか。
（6）　いずれにしても，1960年代の高度成長期の賃金システムはいわば「生活保
　　証型賃金」の色彩が強いものであり，高橋伸夫「虚妄の成果主義』（日経BP
　　社，2004年）はこれが「戦後日本の高度成長を支えてきた」（26頁）のだと強
　　調している。
（7）　このME化もしくはME技術革新に関しては，最近ではIT革命’（情報技術
　　革新）とか情報通信革命などの用語が一般的に使われている。むろん，後者の
　　物質的・技術的基盤は集積回路やME（マイクロエレクトロニクス）にあるわ
　　けだから，その点では大きな違いはない。だが，その物質的・技術的基盤の上
　　にあらゆる産業でそれが応用されている現状を踏まえれば，IT革命という用
　　語法が一般性をもつことになろう。この点，井村喜代子（『日本経済一混迷
　　のただ中で』勤草書房，2005年）は，つぎのように整理している。「このME
　　技術革新のいっそうの進展による情報。通信技術の発展とインターネットの開
　　発とが結合して後に『情報通信革命』，「IT革命』が生み出されていく」と（53
　　頁）。
（8）　小池和男『日本の雇用システム　その普遍性と強み』（東洋経済，1994年，
　　第2章）では，この日本企業内部の社員同士の競争の激しさがホワイトカラー
　　のみならずブルーカラーにも及んでいることが指摘されている。さらに，この
　　点に関連して熊沢誠『能力主義と企業社会』（岩波新書1997年）は，つぎのよ
　　うに指摘する。「労働者の多数者であるブルーカラーとノンエリート・ホワイ
　　トカラーについて言えば，人事考課なき「同一労働同一賃金』の欧米よりも，
　　勤続を積むうちに職務能力を開発することを個人別に査定して賃金を個人別に
　　細かく格差付ける日本の方が，はるかに「能力主義的』だったと言えよう」（4一
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　　5頁）。
（9）　日本の一般的な賃金システムは，たんなる年功（年の功）序列ではなくて，
　　年と功とが組み合わさった賃金システム（年齢的な要素プラス能力主義的な要
　　素）であり，ここでは同じ年齢でもポストによってかなりの差がつくシステム
　　になっている。こうした指摘については，熊沢誠『能力主義と企業社会』（前
　　掲）4－5頁，高橋伸夫『虚妄の成果主義』（前掲）24－26頁などを参照。
（10）宮本光晴『企業システムの経済学』（前掲）は，職能給システムのメリット
　　として「職務編成の柔軟性」と「協力的従業員関係の形成」をあげたうえで，
　　つぎのように総括している。「内部労働市場を維持する限り，すなわち内部訓
　　練と内部昇進の制度を維持する限り，職務能力の形成と評価のたあの制度とし
　　て，職能給の賃金は不可欠となる。仕事を通じた技能形成のためには，仕事の
　　範囲を確定する職務給の賃金制度は決して効果的ではない」（162頁）。
（11）　厚生労働省『労働経済白書』（2008年）198頁。
（12）　前掲『労働経済白書』210頁。
（13）　前掲『労働経済白書』210頁。
（14）　前掲『労働経済白書』210頁。
（15）　日本経団連『経営労働政策委員会報告一日本型雇用システムの新展開と課
　　題』（2008年版）36－37頁。
（16）　前掲『経営労働政策委員会報告』37頁。
（17）　報告書はこう指摘している。「所定内給与を1とした場合，総額人件費全体
　　はその約1．7倍に達することを認識しておく必要がある」（前掲『経営労働政
　　策委員会報告』31頁）。
（18）　渡辺　治『企業社会・日本はどこへ行くのか』（教育資料出版会，1999年）
　　は，この1995年の日経連報告書に出てきた「総人件費」概念に注目し，こう
　　指摘している。「この概念は，社会保障負担と企業内福利，退職金という企業
　　主義的統合を支える部分の削減にまで手をつけた点で画期的です」（123頁）。
　　ここでいう「企業主義的統合」とは，拙稿で言う「ミクロ・コーポラティズム
　　に依存した日本型経済システム」とほぼ同じものであろう。
（19）本文中に述べてきたような企業内福利は，大企業にだけ限られていたわけで
　　はない。それほどに充実していないにせよ，中小企業といえども人材の確保の
　　ためには大企業に倣って企業内福利を少しでも充実させていこうというインセ
　　ンティヴが働いていたと言うことはできるだろう。そこには，日本独特の横並
　　び意識もあったはずである。しかしながら，これが逆に大企業が率先して企業
　　内福利を削減する時代になれば，中小企業もまた同じように横並びを行うので
　　ある。
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（20）　濱口桂一郎『新しい労働社会一雇用システムの再構築へ』（岩波新書，
　　2009年）は，現代の非正規雇用がかつてのものとは大きく異なってしまって
　　いることを強調し，それを踏まえた雇用システムの再構築を説得的に主張して
　　いる。
（21）　なお，小泉改革の性格については拙稿「小泉改革は何をもたらしたのか？
　　日本型福祉国家体制の変容と国民経済の衰退」（金融労働研究会『金融労働調
　　査時報』第707号，2010年7月）を参照されたい。
※　本稿は，先般刊行の拙著『グローバル資本主義論：日本経済の衰退と発展」
　（日本経済評論社，2011年2月）第5章に組み込まれている。もともと本稿は昨
　年10月上旬に脱稿し「政経論叢』編集委員会に提出されたものであり，これを
　初出論文とし，寄せられた批判等を踏まえ改訂したうえで上述の拙著に用いられ
　る予定であった。ところが，諸般の事情から『政経論叢』発行が3月末というよ
　うに大幅に遅れてしまい，結果的にこのような変則的なかたちを余儀なくされる
　こととなった。遺憾の意を表しつつ，この点を付記しておきたい。
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